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2011年3月期 決算説明会

2011年5月10日（火）

船井電機株式会社

証券コード ６８３９
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Ⅰ．今後の基本方針

1. 2011年3月期の総括

2. 2012年3月期の計画

3. 経営環境

4. 2012年3月期の重点課題

5. 基本施策

①経営基盤の再強化

②成長戦略の推進
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１．2011年3月期の総括

130億円

（3.7%）

3,500億円

7億円

（0.3%）

10億円

（0.3%）
営 業 利 益

2,959億円2,950億円売 上 高

期初計画 実 績修正計画
（11年1月31日発表）

総括 ＴＶ事業の不振を主因として、期初計画を大幅に下回る

90.00円 85.21円85.38円
期中平均レート
（対USドル）
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２．2012年3月期の計画

111億円

（3.5%）

3,149億円

80億円

（2.6%）

7億円

（0.3%）
営 業 利 益

3,100億円2,959億円売 上 高

計 画実 績実 績

2010年3月期 2012年3月期2011年3月期

92.60円 83.00円85.21円
期中平均レート
（対USドル）
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３．経営環境

景気動向（景気動向（米国米国市場）市場）

業界動向業界動向

●政策支援と量的緩和による株式相場の上昇により、個人消費は若干持ち直し

●住宅市場の低迷、高水準の失業率、ガソリン価格の高騰

⇒ 消費の先行きに不透明感

激変する経営環境に、スピーディに対応

●AV機器のIT化・ネットワーク化が進展

⇒ 商品ライフサイクルの短縮化・急速な価格低下

●EMS/ODMが台頭

●BRICsをはじめとする新興市場で需要が拡大

5

ＴＶ事業の再黒字化

４．2012年3月期の重点課題

事業の存続をかけた徹底的なテコ入れの実施

新たな50年に向けて、反転攻勢の

足がかりとなる1年

会社創立

50周年

当期の最重点課題
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（LCD TV販売台数推移）

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期

50

210 250
350

（単位：万台）

700万台

（目標）

550 590

7

５．基本施策

経営基盤の
再強化

（コアコンピタンスへの原点回帰）

成長戦略の
推進

経営強化・効率化に向けた

組織改革の実行

中長期的成長を見据えた

売上・収益向上策の実行

基本方針

１．スピード重視の売れる商品づくり

２．コスト競争力の徹底追求

１．スピード重視の売れる商品づくり

２．コスト競争力の徹底追求
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５．基本施策① 経営基盤の再強化

全社総力を挙げて競争力向上を強力に推進

開発 購買 生産
販売

マーケティング サービス

スピード

コストダウン設計
の徹底追求

戦略的購買の推進 FPSの
徹底追求

PSI管理の徹底/SCMの最適化

サービス経費
の削減

人材の育成・登用

マーケティング
の徹底

業務改革による全社横断的なコスト削減

開発のグローバル
展開

購買部門の構造
改革

生産品質の
さらなる向上

OEM/ODM
ビジネスの強化

キーデバイスの内製化

9

５．基本施策② 成長戦略の推進

生 産

生産体制の最適化

販 売

市場拡大による売上成長

タイ工場の強化

新たなグローバル生産拠点の設立

欧州販売の強化

新規市場（中南米・中近東等）への展開

新規事業への取り組み強化

●ネットワーク・通信関連製品

●ケーブルTV関連製品

●デバイス・コンポーネント

●次世代新技術

生産・販売体制のグローバル化の推進

戦略的なアライアンスとM&Aへの積極的な取り組み
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Ⅱ．決算概要（連結）

1.   第4四半期（11年1～3月） 決算概要

2. 通期（2011年3月期） 決算概要

3. 機器別売上高

4. DVD関連製品の売上高

5.   テレビ関連機器の売上高

6. 仕向地別売上高

7. 営業利益増減要因

8. 財務の状況

9.   棚卸資産

10.   設備投資額・減価償却費・研究開発費

11. 2012年3月期の計画

12. 2012年3月期の機器別売上高計画

11

１．第4四半期（11年1月-3月）決算概要

(△5.1%)(1.8%)(四半期純利益率)

△44△3311四半期純利益

(△4.2%)(△0.5%)( 経 常 利 益 率 )

△24△27△3経 常 利 益

(△5.0%)(△0.6%)( 営 業 利 益 率 )

△29△32△3営 業 利 益

(△1.4%)

△10
659669売 上 高

前期比
( )は増減率当期実績前期実績

82.33円90.74円期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

92.10円

09年12月

83.15円81.49円93.04円（対米国ドル）

月末レート 11年3月10年12月10年3月

＋5 (※1)

（単位：億円）

（※1） 為替差益+5

（※2） 法人税等他△6

（※3） 為替差益+5

（※4） 特別損失減+8、法人税等他増△28

△6 (※2)

＋5 (※3)

△20 (※4)
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２．通期（2011年3月期）決算概要

(△0.4%)(△0.6%)(3.3%)(当期純利益率)

+7△114△11△18103当 期 純 利 益

(0.4%)(0.3%)(3.7%)( 経 常 利 益 率 )

+2△1041210116経 常 利 益

(0.3%)(0.3%)(3.5%)( 営 業 利 益 率 )

△3△104710111営 業 利 益

(100.3%)(△6.0%)

+ 9△190
2,9592,9503,149売 上 高

計画比
( )は達成率

前期比
( )は増減率当期実績当期計画

（11年1月31日発表）
前期実績

85.21円85.38円92.60円期 中 平 均 レ ー ト
（対米国ドル）

（単位：億円）

83.15円93.04円（対米国ドル）

月末レート 11年3月10年3月

＋5 (※1)

△23 (※2)

±0 (※3)

△10 (※4)

＋5 (※5)

＋5 (※6)

（※1） 受取利息+4、為替差益+2、支払利息△1

（※2） 特別利益+3、特別損失△1、

法人税等他△25

（※3） 受取利息減△3、為替差損益+3

（※4） 特別利益増+2、特別損失減+8、

法人税等他増△20

（※5） 為替差損益+5

（※6） 法人税等他減+5
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３．機器別売上高

： △ 313億円 （△13.6%）

： ＋ 18億円 （＋ 3.3%）

： ＋105億円 （＋34.5%）

合 計 ： △190億円 （△ 6.0%）

304 409

546
564

2,299 1,986

前期実績 当期実績

3,149億円

映像機器

情報機器

その他

前 期 比

2,959億円

DVD関連： 656
T V 関 連：1,330

DVD関連： 699
T V 関 連：1,600

DVD関連 ： △ 43億円 （△ 6.2%）

T V 関 連 ： △270億円 （△16.9%）

北米向けアンテナは、前期まで「映像機器のテレビ関連機器」

に含めて表示していたが、当期より「その他」に含めて表示。

比較上、前期も「その他」に含めて表示。（以下同様）

なお、前期の北米向けアンテナの売上高は36億円。

※

映像機器

情報機器

その他
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： △ 29億円 （△18.8%）

： △ 90億円 （△72.6%）124
34

189 353

154

125

232 144

前期実績 当期実績

699億円

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

その他

４．ＤＶＤ関連機器の売上高

： ＋164億円 （＋86.8%）ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

： △ 88億円 （△37.9%）DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

656億円

前 期 比

合 計 ： △ 43億円 （△ 6.2%）

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

・プレーヤは減少したものの、レコーダが大きく伸長

・09年6月にデジタルＳＴＢの生産終了

その他

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

・プレーヤ、レコーダ共に減少

DVDﾌﾟﾚｰﾔ

関連

DVDﾚｺｰﾀﾞ

関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

その他
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５．テレビ関連機器の売上高

6

1,330

1,594

前期実績 当期実績

1,600億円

： △264億円 （△16.6%）

： △ 6億円 （ ― ）

合 計 ： △270億円 （△16.9%）

ﾌﾞﾗｳﾝ管テレビ

液晶テレビ

1,330億円

前 期 比

・台数ベースでは増加したが、金額ベースでは価格下落に

加え、北米の売上不振等により全体では減少

液晶テレビ

液晶テレビ

ﾌﾞﾗｳﾝ管テレビ
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６．仕向地別売上高

： ＋ 25億円 （＋12.8%）

： ＋458億円 （＋94.7%）

合 計 ： △190億円 （△ 6.0%）

2,164

942

484

221

196

238

305

1,558

前期実績 当期実績

3,149億円

アジア他

日 本

： △606億円 （△28.0%）北 米

： △ 67億円 （△21.8%）欧 州

2,959億円

前 期 比(69%)

(10%)

(6%)

(15%)

・液晶テレビが大幅に減少したことに加え、

デジタルSTBを含むＤＶＤ関連製品も減少

・液晶テレビの増加とﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸﾚｺｰﾀﾞの

寄与に加え、受信関連用機器も伸長

日 本

北 米

(53%)

(8%)

(7%)

(32%)

北 米

欧 州

アジア他

日 本
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７．営業利益増減要因

＊ 付加価値＝売上－（売上原価＋販売費）

111

△21

△97

14 7

付加価値率
低下

一般管理費減
営業利益

営業利益

売上減少
による減益

当期実績前期実績
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８．財務の状況

負債の状況

・現金預金

・売上債権

・棚卸資産

・固定資産他

△ 160億円

+ 12億円

+ 54億円

△ 7億円

資産の状況

純資産の状況

（自己資本比率 67.1%）

△ 101億円

前年同期比

・仕入債務

・未払金他

＋ 14億円

△ 24億円

＋ 38億円

△115億円

441 438

384 549 438

351
423

363

623
700

445

860

1,939

資
産
の
状
況

負
債
・
純
資
産
の
状
況

2,036

現金預金

売上債権

棚卸資産

固定資産他

仕入債務

未払金他

純資産

（単位：億円）
2,040

328 289

300 379 338

1,427 1,329 1,312

313

2011/3
（当期末）

2010/12
（当期3Q）

2010/3
（前期末）

2,036 1,9392,040

19

９．棚卸資産

在庫回転
月数

2.0ヶ月1.7ヶ月 2.2ヶ月

176 199 203

208

350

235

2010/3 2010/12 2011/3

384億円

（当期末）（前期末） （当期3Q）

549億円

438億円

： ＋ 27億円

： ＋ 27億円

製 品

部品仕掛品等

前年同期比

製 品

部品仕掛品等
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10．設備投資額・減価償却費・研究開発費

43
60

43 48

134 129

前期 当期前期 当期前期 当期

（億円）

前期比

＋17億円

前期比

＋5億円

前期比

△5億円

設備投資額 減価償却費 研究開発費
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11．2012年3月期の計画

(2.6%)

40

(3.0%)

46

(3.0%)

46

1,532

下 期

(△0.4%)

△11

(0.4%)

12

(0.3%)

7

2,959

通 期

(1.7%)

52

(2.6%)

80

(2.6%)

80

3,100

通 期上 期下 期上 期

(0.8%)(△3.6%)(2.5%)(当期純利益率)

＋6312△5038当 期 純 利 益

(2.2%)(△2.5%)(3.1%)(経常利益率)

＋6834△3447経 常 利 益

(2.2%)(△2.7%)(3.0%)(営業利益率)

＋7334△3845営 業 利 益

(＋4.8%)

＋141
1,5681,4191,540売 上 高

実績比増減
( )は増減率

2012年3月期 計画2011年3月期 実績

85.21円 83.00円82.27円88.15円
期中平均レート

（対米国ドル）

（単位：億円）
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12．2012年3月期の機器別売上高計画

： ＋ 389億円 （＋19.6%）

： △ 144億円 （△25.5%）

： △ 104億円 （△25.4%）

合 計 ： ＋ 141億円 （＋ 4.8%）

409 305

564
420

1,986 2,375

2011年3月期実績 2012年3月期計画

2,959億円

映像機器

情報機器

その他

前 期 比

3,100億円

DVD関連： 656
T V 関 連：1,330

DVD関連： 725
T V 関 連：1,650 DVD関連 ： ＋ 69億円 （＋10.5%）

T V 関 連 ： ＋320億円 （＋24.1%）

映像機器

情報機器

その他
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Ⅲ． 補足資料①
（第４四半期（1～3月）決算概要）

1. 機器別売上高

2. 映像機器の売上高

3. 仕向地別売上高
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１．機器別売上高

： ＋ 14億円 （＋ 3.0%）

： △ 43億円 （△35.2%）

： ＋ 19億円 （＋21.8%）

合 計 ： △ 10億円 （△ 1.4%）

87 106

122 79

460 474

前期実績 当期実績

669億円

映像機器

情報機器

その他

前 期 比

659億円

DVD関連：174
T V 関 連：300

DVD関連：112
T V 関 連：348

DVD関連 ： ＋ 62億円 （＋ 55.4%）

T V 関 連 ： △ 48億円 （△ 13.8%）

※ 前期の北米向けアンテナの売上高は8億円。

(1-3月) (1-3月)

映像機器

情報機器

その他

25

348
300

２．映像機器の売上高

54

107
28

28

27

36

33

前期実績 当期実績

112億円

174億円

(1-3月) (1-3月)

348億円

300億円

前期実績

(1-3月)

当期実績

(1-3月)

DVDﾌﾟﾚｰﾔ
関連

DVDﾚｺｰﾀﾞ

関連

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

その他

液晶テレビ

DVD関連機器 テレビ関連機器
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３．仕向地別売上高

： △19億円 （△31.1%）

： ＋80億円 （＋44.7%）

合 計 ： △10億円 （△ 1.4%）

363

259
179

42

61

40
66

318

前期実績 当期実績

669億円

アジア他

日 本

： △45億円 （△12.4%）北 米

： △26億円 （△39.4%）欧 州

659億円

前 期 比

(54%)

(10%)

(9%)

(27%)

(1-3月) (1-3月)

(48%)

(7%)
(6%)

(39%)

北 米

欧 州

アジア他

日 本

27

Ⅳ．補足資料②

1. 四半期別決算概要

2. 機器別売上高の推移（四半期）
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１．四半期別決算概要

(0.6%)

4

(1.7%)

12

(3.4%)

25

749

1Q

(4.1%)

31

(5.3%)

40

(4.8%)

37

776

1Q

(△2.2%) 

△16

(△0.9%)

△7

(△0.7%)

△5

760

3Q

(1.8%)

11

(△0.5%)

△3

(△0.6%)

△3

669

4Q

(△5.1%) 

△33

(△4.2%)

△27

(△5.0%)

△32

659

4Q2Q3Q2Q

(4.4%)(2.3%)(4.6%)(四半期純利益率)

341841四半期純利益

(4.4%)(3.0%)(6.2%)(経常利益率)

342455経 常 利 益

(2.6%)(1.8%)(7.1%)(営業利益率)

201463営 業 利 益

791810894売 上 高

2011年3月期2010年3月期

（単位：億円）
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２．機器別売上高の推移（四半期）

72

109

346

249

75

156

450

213

70

159

456

125

87

122

348

112

86

171

362

130

91

189

388

123

126

125

280

229

106

79

300

174

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

（億円）

テレビ関連機器 情報機器 その他DVD関連機器

749
776

(09/6) (09/9)

894

810

(09/12) (10/3)

669

(10/6) (10/9)

791

(10/12)

760

(11/3)

659
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注意事項

本資料には、歴史的事実ではない将来の業績に関する予想及び見通しについて

の記載が含まれています。

これらの記載は、映像機器及び情報機器をはじめとする当社及び当社グループ

会社の事業に関連する業界動向、国内外の経済状況並びに為替レートの変動そ

の他の業績に影響を与える可能性のある要因について、現時点で把握可能な情

報をもとにした仮定及び見通しを前提としています。

したがって、実際の業績は、エレクトロニクス業界における競争状況、市場動向、

為替動向、新製品の導入及びその成否、税制や諸制度に関する世界的な状況を

含む多くの不確実な要因の影響を受け、本記載の予想及び見通しとは大きく異な

る場合がありますのでご承知おきください｡


